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１．システム導入の目的
○ 自立相談支援事業では、生活困窮者からの相談に応じ、当該生活困窮者の置かれている状況等を適切に評
価・分析した上で、プランを策定するとともに、当該プランに基づき、生活困窮者の自立に向けた各種支援
の調整を行うこととしている。

○ 今後、全国で自立相談支援事業が実施されることになり、多くの相談者が見込まれるところであるが、業
務が効率的かつ円滑に行われるようにするとともに、制度の実施状況を迅速に把握する観点から、
・全国統一のアセスメント、プラン等の様式（帳票類）の活用
・当該入力情報の統計処理

等を内容とする「生活困窮者自立支援統計システム」を構築することとする。また、当該システムは、政府
共通プラットフォーム（政府共通ＰＦ）上に構築することを検討している。

○ なお、当該システムは、全国統一的な運用が行えるよう、国が一括して開発することとする。（そのた
め、
現時点においては、各自治体がシステム開発や購入する費用を負担することは想定していない。）

２．システム導入に向けたスケジュール
○ 当該システムの構築に向けて、

・平成２６年度は、当該システムの構築に向けた調査・基本設計業務、
・平成２７年度から２８年度は、当該システムの詳細設計から政府共通ＰＦへの移行・導入

を行うことを想定している。
○ また、当該システムの詳細については、今年度に実施している調査・基本設計に係る検討状況を踏まえな
がら、随時情報提供をしていく。

※ なお、当該システムの構築は、現在、一部のモデル事業実施自治体に使用いただいている自立相談支援機
関使用標準様式（帳票類）の入力・集計支援ツールの活用状況も十分に参考にしつつ、検討していきたいと
考えている。
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○ 平成２７年度以降、生活困窮者自立支援統計システムの導入までの間は、各自治体の希望に応じて、
自立相談支援機関使用標準様式ソフトウェアを使用できるよう検討しているところ。

○ 上記ソフトウェアは、自立相談支援機関における相談支援業務に関する帳票類（アセスメントシート、
プランシート等）の入力、ケースデータの検索、集計業務の自動化等を目的とした業務支援システムを
想定している。

【平成２５年度～２６年度】
○モデル事業実施自治体の希望に応じて、自立相談支援機関使用標準様式の「入力・集計支援ツール」を使用。
○「入力・集計支援ツール」を使用する自治体の一部（121自治体）を対象に月次報告を依頼。

【平成２７年度～２８年度（システム導入前）】
○自立相談支援事業を実施する自治体の希望に応じて、自立相談支援機関使用標準様式ソフトウェアを使用できるよう検討中。
※ただし、希望が多い場合は必要な調整を行うことがあり得る点に留意。
○自立相談支援機関使用標準様式ソフトウェアを使用する自治体の一部（121自治体）を対象に月次報告を依頼予定。
※なお、平成２６年度まで「入力・集計支援ツール」に入力された各種データは、自立相談支援機関使用標準様式ソフトウェア
に移行できるよう設計することとしている。
※自立相談支援機関使用標準様式ソフトウェアの使用及び実績の報告について、別途確認、お願いする予定。

【平成２８年度（システム導入後）～】
○自立相談支援事業を実施する全自治体において、生活困窮者自立支援統計システムを使用し、月次報告等を行う予定。
※システム導入前まで使用いただく「入力・集計支援ツール」及び「自立相談支援機関使用標準様式ソフトウェア」で入力された
各種データは、生活困窮者自立支援統計システムに移行できるように設計を進めているところである。

※平成27年度の自立相談支援機関使用標準様式ソフトウェアの環境構成図（イメージ）は次頁のとおり。
なお、28年度以降のシステム環境構成図（イメージ）も次頁と同様のものを想定している。
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